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令和６年度研究支援員制度実施要領 

 

 

１ 目的 

山形大学（以下「本学」という。）に勤務又は在学する研究者が，ワークライフバランスを保ち

ながら研究活動を行う環境作りの一環として，研究支援員（以下「支援員」という。）を配置し，

出産，育児，介護等により十分な研究活動を行うことができない研究者を支援することを目的とす

る。 

 

２ 支援対象者 

  支援の対象となるのは， 

１．本学に所属する国立大学法人山形大学職員人事規程別表に掲げる職員のうち，教授，准教授， 

講師，助教，助手，研究専任教授，研究専任准教授，研究専任助教，特任研究員及び医員（年 

俸制の者に限る。） 

２．山形大学研究員等取扱規程に掲げる研究員のうち，博士研究員 

３．大学院各研究科博士後期課程及び医学系研究科博士課程医学専攻に在学する学生 

のうち，次に掲げるいずれかの要件で研究活動に支障が生じている研究者とし，ダイバーシティ 

 推進室長が認めた者とする。 

  ただし, 博士研究員及び大学院各研究科博士後期課程及び医学系研究科博士課程医学専攻に在 

学する学生が支援を必要とする場合は，博士研究員及び学生の指導を担当する教員が支援員の申請 

及び管理等を行うものとする。（指導を担当する教員は，本学の常勤の職員とする。） 

  ① 妊娠中又は小学６年生までの子供を養育している者 

② 市町村から要介護の認定を受けている親族（同居別居は問わない。）を介護している者 

③ その他，上記①及び②に準ずる者 

  なお,４月に実施する新任研究者向けの募集対象者は,当該募集対象となる期間に,支援対象 

となる職位等の身分を新たに有することとなった者に限るものとする。 

 

３ 支援対象者の決定 

支援対象者の決定については，募集期間内に提出された研究支援申請書に基づいて審査し，研究

活動への支障の度合い及び研究成果の拡大への効果を元に，ダイバーシティ推進室長が決定する。 

 

４ 支援する内容 

（１）支援員に依頼できる業務は，当該研究者があらかじめ申請し，審査の上，ダイバーシティ推進

室長が決定したものとする。あくまでも研究上において真に必要な補助業務に限る。 

（２）支援員によって支援できる時間は，支援業務の内容，関連予算等を勘案し，週６時間までの範

囲でダイバーシティ推進室長が決定する。（申請時間が全て認められるとは限らない。） 

                   

５ 支援する期間と経費負担 

（１）支援員による支援期間は，１年間（4月1日から翌年3月31日）とする。ただし，当該期間中

に支援対象者としての資格要件を失った場合は，直ちに支援を終了する。なお，支援対象者が資

格要件を失った場合であっても，本制度の支援員として既に締結している雇用契約期間について
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は，配置換を行うことで雇用を保障する旨を事前に支援員へ説明すること。 

（２）支援員の雇用に要する経費は，ダイバーシティ推進室が負担するものとし，採用に当たっては，

「国立大学法人山形大学短時間勤務職員就業規則」又は「国立大学法人山形大学アドミニストレ

イティブ・アシスタントに関する規程」に定める規則を適用する。 

（３）支援員に係る雇用経費は，学長裁量経費から支出する。 

６ 利用者の募集と決定            

（１）本制度の利用を希望する者は，指定された日までに，ダイバーシティ推進室長に「研究支援申

請書」及び次に掲げる①～⑤のうち，研究支援員の配置を必要とするライフイベント等に関する

書類の写しを提出（電子申請）する。 

  ① 妊娠・出産を確認できる書類（母子健康手帳など） 
② 子どもの生年月日を確認できる書類（母子健康手帳など） 
③要介護の認定を確認できる書類（介護保険被保険者証など） 
④介護等で別居の場合には，介護等を必要とする具体的な理由を記載した書類及びその内容が分 
かる書類 

⑤ その他，事情を確認できる書類 
なお，支援対象者が博士研究員の場合は「研究者等受入許可証」の写しを支援対象者が学生の 

場合には，学生証の写し等，支援対象者であることが確認できる書類についても，併せて提出す 
ること。    

（２）本制度を利用できる者（以下「利用者」という。）は，ダイバーシティ推進室長が支援員雇用

経費の総額の範囲内で決定するものとする。なお，総利用時間数についても支援員の業務内容・

経歴等を勘案して決定する。 

７ 支援員 

支援員（AAまたは事務補佐員等）として採用される者は，本学の在学生又はその他支援員とな

ることを希望する者とする。 

 

８ 支援員の雇用 

（１）支援員の雇用については，各キャンパス事務部の人事担当部署が行うこととする。 

（２）支援員雇用経費については，決定された支援時間数に応じた金額を年度当初に当該キャンパス

に配分するものとする。ただし,年度末に支援対象者の総支援時間数に過不足が生じた場合,追

加・返金を行わない。 

（３）利用者は，支援期間終了後，速やかに，「研究支援実績報告書」をダイバーシティ推進室長に

提出するものとする。 

 

９ その他 

  本制度は，適宜，点検評価を行い，必要な見直しを行うものとする。 

 

   

 


